



























































































































































































No． 変　　数　　名 備　　　　　考 Nα 変　　数　　名 備　　考
1 総人口 LOG（総人口） 23 建設業就業者率 対就業者総数
2 出生率 0－4歳人口／15－44歳女子人口 24 製造業就業者率 同上
3 幼年人口率 0－14歳人口／総人口 25 卸小売業就業者率 同上
4 若年人口率 15－29歳人口／総人口 26 金融保険不動産業就業者率 同上
5 中年人口率 33－44歳人口／総人口 27 運輸通信業就業者率 同上
6 老年人口率 65歳以上人口／総人口 28 サービス業就業者率 同上
7 性比 男子人口／女子人口 29 公務就業者率 同上
8 土着者率 対総人口 30 女子就業者率 同上
9 1975年9月以前入居者率 同上 31 1人世帯率 対世帯総数
10 1975年10月以降入居者率 同上 32 5人以上の世帯率 同上
11 1975年10月以降市内転入者率 同上 33 準世帯率 同上
12 1975年10月以降県内転入者率 同上 34 核家族世帯率 同上
13 1975年10月以降県外転入者率 同上 35 夫婦世帯率 同上
14 最終学歴中学校卒業者率 対卒業者総数 36 普通世帯人員1人当り畳数
15 最終学歴高校卒業者率 同上 37 持ち家世帯率 対普通世帯総数
16 最終学歴大学卒業者率 同上 38 公営借家世帯数 同上
17 労働力人口率 労働力人口／15歳以上人口 39 民営借家世帯数 同上
18 失業者率 対労働力人口 40 給与住宅世帯率 同上
19 自営業主率 対就業者総数 41 間借り世帯率 同上
20 家族従業者率 同上 42 専門的技術的管理的職業就業者率 対就業者総数
21 農業就業者率 同上 43 事：務的職業就業者率 同上
22 漁業就業者率 同上 44 技能工生産工程労務者率 同上
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5 中年人口率 0，370 0，706
6 老年人口率 一〇．322
7 性比
8 土着者率 一〇．692 一〇．526
9 1975年9月以前入居者率 0，318 一〇．316
10 1975年10月以降入居者率 0，603 0，401
11 1975年10月以降市内転入者率 一〇．900
12 1975年10月以降県内転入者率 0，504
13 1975年10月以降県外転入者率 0，313 0，745
14 最終学歴中学校卒業者率 一〇．823 一〇．375
15 最終学歴高校卒業者率 0，646 0，490
16 最終学歴大学卒業者率 0，852
17 労働力入口率 一〇，480 一〇．678
18 失業者率 0，627
19 自営業主率 一〇．808 一〇．326
20 家族従業者率 一〇．816 一〇．332
21 農業就業者率 一〇．438 一〇．586 一〇．484
22 漁業就業者率
23 建設業就業者率 一〇．393 0，596
24 製造業就業者率 0，760
25 卸小売業就業者率 0，697 一〇．349 一〇．307
26 金融保険不動産業就業者率 0，634 0，322
27 運輸通信業就業者率 0，487
28 サービス業就業者率 0，634
29 公務就業者率 0，468 0，514
30 女子就業者率 0，336 一〇．445 一〇．350 一〇．363
31 1人世帯率 0，808
32 5人以上の世帯率 一〇．489 一〇．743
33 準世帯率 0，379
34 核家族世帯率 0，427 0，449
35 夫婦世帯率 0，358 一〇．367
36 普通世帯人員1人当り畳数 0，721 一〇．310
37 持ち家世言忌 一〇．825 一〇．357
38 公営借家世帯率 0，747
39 民営借家世帯率 0，864
40 給与住宅世帯率 0，315 0，402 0，566
41 間借り世帯率
42 専門的技術的管理的職業就業者率 0，847 0，313
43 事務的職業就業者率 0，718 0，360
44 技能工生産工程労務者率 一〇．476 0，759
寄　　与　　率 16．8％ 12．3％ 11．1％ 9．6％ 6．5％ 6．2％





























































































































変　　数　　名 第1因子 第2因子 第3因子 第4因子 第5因子
1 総人口 一〇．504
2 出生率 一〇．377 0，348 0，526
3 幼年人口率 一〇．639 0，425
4 若年人口率 0，340
5 中年人口率 一〇．486 0，532
6 老年人口率 0，310 0，418
7 性比 一〇．324






14 最終学歴中学校卒業者率 一〇．558 0，451
15 最終学歴高校卒業者率 0，317 一〇。395
16 最終学歴大学卒業者率 0，615 一〇．384
17 労働力人口率 0，847





23 建設業就業者率 一〇．544 0，356





29 公務就業者率 一〇．491 一〇．363
30 女子就業者率 0，693 0，413
31 1人世帯率 0，876
32 5人以上の世帯率 一〇．559
33 準世帯率 0，411 0，312








42 専門的技術的管理的職業就業者率 0，623 一〇．342
43 ：事務的職業就業者率 一〇．609 0，346
44 技能工生産工程労務者率 一〇．506 一〇．349 0，589
寄　　与　　率 15．1％ 11．3％ 10．9％ 7．8％ 7．6％
累積寄与率 15．1％ 26．4％ 37．3％ 45．1％ 52．7％
（因子負荷量の絶対値が0．300以下のものは省略）
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76．4％を説明している。
　以下，9因子のうち性格の明瞭な第1一第5因子（説明量52．7％）について考察する（第
3表）。
第1因子
　正の高い相関を示すのは，家族従業者率（0．902），自営業主義（0．865），卸小売業就業者
率（0．849），労働力人口率（0．847），女子就業者率（0．693）などである。一方，事務的職業就
業者率（一〇．609），建設業就業者率（一〇．544），運輸通信業就業者率（一〇．515），総人口
（一〇．504），公務就業者率（一〇．491）などが負の相関を示している。すなわち，従業上の
地位・職業・産業構成に関する変数と相関が高い。そして，正の極に自営業的な卸小売業
に就業する集団が，負の極に第2次産業・第3次産業の事務的職業に就業する集団が現わ
れている。したがって，第1因子は自営業者集団と雇用者集団との間の居住分化を示し，
Self－employed　vs　Employee因子と命名することにする。
　この因子は長崎市全域の分析結果における第6因子と同性格のものがより強く現われた
ものであり（ただし，因子負荷量の符号は逆転），特に職業・産業に関する都心住民と市街
地縁辺部住民との差異を示しており，都市部住民の地域的居住分化を示す次元として最も
重要なものと考えられる。
第2因子
　県外転入者率（0．858），給与住宅世帯率（0．684），専門的技術的管理的職業就業者率
（0．623），最終学歴の大学卒業者率（0．615）が高い正値を示している。逆に，市内転入者
率（一〇．921），最終学歴の中学校卒業者率（一〇．558）などが負の高い相関を示す。すなわ
ち前居住地，住宅状況，職業，学歴に関する変数との相関が高くなっている。したがって，
この第2因子はSocial　Statusを示すと考えられる。
　しかし，長崎市全域結果の第1因子（Social　Status）と比較すると因子負荷量構成に若
干の差異が認められる。例えば，全域の分析結果でこの因子と強い相関のみられた，サー
ビス業就業者率（0．634），金融保険不動産業就業者率（0．634），農業就業者率（一〇．438）
は，人口集中地区の分析結果ではいつれも因子負荷量の絶対値は0．25以下となっている。
これは，同じSocial　Status因子でも，全域の分析では都市部住民と農村部住民との対比を
示す変数によって構成されているのに対し，人口集中地区の分析では都市部（市街地）内
部での住民の差異を示す変数によって構成されていることを物語っている。すなわち，都
市部と農村部での社会集団としての住民の差異は就業する産業が重要な意味を持つのに対
し，都市部内部では転勤者，職業や学歴などが意味を持つ，といえよう。
第3因子
一人世帯率（0・876），民営借家世帯率（0・868），老年人口率（0．418），女子就業者率（0．413）
が正の相関を示している。一方，核家族世帯率（一〇．769），幼年人口率（一〇．639），5人
以上の世帯率（一〇．559），中年人口率（一〇．486）などが負の相関を示す。すなわち，第3
因子には，住宅，世帯，人口の年齢構成に関して都市部内部での住民の差異が現われてい
る。したがってこの第3因子はFamily　Status因子と命名する。この因子の負荷量構成を
みると，長崎市全域の分析結果における第2因子（Urbanization）と第4因子（Family　Life
Cycle）と合わせたものに相当する。さらに，広島市（森川1976）の第1因子（家族状況）
に非常に類似している。
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　すなわち，長崎市人口集中地区の分析結果で第3因子としてFamily　Status因子が抽出
されたことは，全域結果において家族状況に関する因子として第2因子（Urbanization：
都市部一農村部）と第4因子（Family　Life　Cycle）の二つが出現し，そのうちのFamily
Life　Cycle因子が都市部内部での差異を示していたことを裏付けている。
第4因子
　正の相関を示すのは製造業就業者率（0．751），技能工生産工程労務者率（0．589）などで
ある。一方，金融保険不動産業就業者率（一〇．690），サービス業就業者率（一〇．508）などは
負の相関を示している。すなわち，正の極には第2次産業に就業する集団が，負の極には
第3次産業に就業する集団が現われている。この第4因子は，都市部内部におけるブルー
カラーの集団とホワイトカラーの集団との地域的居住分化を反映しており，この因子を
Blue－collar　Worker　vs　White－collar　Worker因子と呼ぶことにする。
　長崎市全域の分析結果においても第3因子にBlue－collar　Worker因子が出現している
が，この因子は製造業就業者における自営業者集団と雇用者集団との対比を反映しており，
人口集中地区分析結果のBlue－collar　Worker　vs　White－collar　Worker因子と性格を異に
している。
第5因子
　1975年10月以降入居者率（0．899），中年人口率（0．532），出生率（0．526），幼年人口率
（0．425）が正値となっている。逆に，1975年9月以前入居者率（一〇．915）が特に高い負の
相関を示す。すなわちこの第5因子は，1980年国勢調査の5年前以降に転入してきた子供
のいる若い世帯の集団が都市部の居住構造に一定の位置を占めていることを示している。
　以上5因子が長崎市人口集中地区における住民の地域的居住分化の次元として抽出され
た。特に，都市部内部での居住分化の現象として自営業者集団と雇用者集団との居住分化
が最も重要な位置を占めていることが明らかになった。
4　2大因子得点の空間的パターンと地形要素との関係
　（A）　因子得点の空間的パターン
　欧米都市やわが国の都市についてのこれまでの研究では，Social　Status因子は扇形パ
ターン，Urbanization因子は同心円パターンをなすことが報告されているが，従来の研究
結果と比較するため，長崎市全域の分析結果における上位2因子の「Social　Status因子」・
「Urbanization因子」について検討した。長崎市の因子得点パターンには市街地固有の形態
が影響して，扇形パターンや同心円パターンは見出されなかった。そこで長崎市の市街地
の発展過程と比較できるUrbanization因子の空間的パターンを第2図に示した。
　高得点地域は都心から幹線道路に沿って北に伸びている。そして，この細長い高得点地
域を軸に郊外方向へ向かって得点が低くなっている。この空間パターンはマクロには長崎
市の都市構造（都心一市街地縁辺三一農村部）とほぼ一致する。このことはUrbanization
因子が都市部と農村部との差異を反映していることによる，と考えられる。ただし，東部
に高得点地域が存在しているが，この地域は長崎の市街地とは別に発達した古くからの集
落である。
　また，Urbanization因子の空間的パターンと市街地の形成過程とを比較すると，北部の
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　　　　　長崎市全域の分析結果による。
第2次世界大戦以降に発達した地域でも高得点をなし，必ずしも一致していない。しかし
ながら，北部の高得点地域や他の高得点地域は長崎市の副都心またはそれにつぐ地域であ
る。したがって，Urbanization因子の高得点地域は都市部内部では中心地構造と良く対応
していると考えられる。
（B）　2大因子得点と地形要素との関係
　2大因子得点と地形要素との関係を明らかにするため，2大因子の得点は地形カテゴ
リーごとに有意な差があるかどうか，分散分析によって検討した。その結果が第4表であ
る。
　地形カテゴリーの分類は7），市街地化の容易さ・困難さを反映させることを目的とした分
類Aと居住環境を反映させることを目的とした分類Bの二種類とした。分類Aは9カテゴ
リーからなり，中起伏山地（起伏量400m－200m），小起伏山地（起伏量200m以下），中起
伏火山地（起伏量400m－200m），小起伏火山地（起伏量200m以下），火山下地（起伏量50
m以下），丘陵地（起伏量200m－100m），台地・段丘，低地，人工改変地とした。また，分
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類Bは中起伏山地・火山地（起伏量400m－200m），小起伏山地・火山地（起伏量200m以
下）・丘陵地（起伏量200m－100m），火山麓地（起伏量50m以下）・台地・段丘・入工改変
地，低地の4カテゴリーとした。
　最初に第1因子のSocial　Status因子についての分散分析結果を検討した（第4表）。そ
　　　　　　　　　　第4表　2大因子得点についての分散分析三
略　子
地形
ｪ類
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れによると，分類A・分類Bとも有意水準1％で有意（片側検定）であった。このことは，
Social　Status因子の得点分布は地形カテゴリーごとに有意な差があり，長崎市における
Social　Statusからみた地域的居住分化には地形的要因が重要な役割を果していることを
物語っている。また，分類Bによる地形カテゴリーごとの因子得点については，後述の第
2因子（有意確率5％以下）に比較して第1因子（有意確率1％以下）の方が有意な差が
生じている。すなわち，Social　Status因子の得点には，市街地化の容易な地形かどうかと
いう点とともに，居住に適した地形かどうかという点が大きく影響していることが判明し
た。したがって，火山聖地・台地・段丘・人工改変地などの居住環境の良い地形かどうか
がSocial　Status次元における住民の居住分化を進行させていると言えよう。
　第2冊子のUrbanization因子についての分散分析においては（第4表），分類Aによる
場合には有意水準1％で有意（片側検定）であった。ただし，分類Bによる場合には有意
水準5％で始めて有意となった。すなわち，Urbanization因子の得点分布は地形カテゴ
リーごとに有意な差があり，長崎市におけるUrbanization因子の次元からみた居住分化
にも地形的要素が重要な役割を果していると言えよう。さらに言えば，地形的に市街地化
しやすい地域から都市化が進行したと言えよう。
5　結　　論
　本研究では，長崎市の住民の居住構造を地域的居住分化という観点から都市規模と地形
要素との関連において考察した。分析の結果，県庁所在地級都市の長崎市においても
Social　Status因子とUrbanization因子が出現した。したがって，都市規模にかかわらず
この2大因子がわが国の都市においても地域的居住分化の基本的次元をなすと考えられる。
　しかしながら，これ以外の点では，長崎市の分析結果は従来のわが国の研究結果とかな
り異なっている点が明らかになった。すなわち，長崎市全域・人口集中地区の分析とも主
要因子の寄与率が小さいこと，市街地の地形が複雑なため因子得点のパターンが規則的な
パターンをなさず，地形的要因に強く規定されていること，が判明した。
　長崎市の場合，地形的要因によって居住環境に大きな違いのある地域が複雑に分布し
ており，それぞれの地域で様々なSocial　Statusの集団が形成されていると言えよう。この
理由により，長崎市ではSocial　Statusが第1因子として出現したと考えられる。このよう
に複雑な地形によって生じた居住地域の細分割と環境の違いが，長崎市における地域的居
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住分化をより複雑なものにしていると言えよう。
　また，長崎市では住宅地に適した平地が少ないために，かなり無理な条件の急傾斜地に
も住宅地が広がっている。比較的に社会的に恵まれた人々がより環境の良い地域に居住して
いる傾向が認められた。逆に，居住環境のあまり良くない地域では住民自身の改善力があ
まり強くない場合が多く，また自然災害の際には大きな被害を受けやすいので，居住環境
の改善や防災対策などには行政上の万全な対策が図られなけれぼならないであろう。
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注
1）使用された1975年国勢調査は中間センサスにあたり調査項目が少ない。
2）　都市部（市街地）を二分して呼ぶ場合には，「都心」・「市街地縁辺部」という用語を用いた。
3）人口集中地区は長崎AI－AIVの4地区からなる。
4）分析にあたっては，長崎大学情報処理センターの統計パッケージBMDPを用いた。
5）森川（1976）が対象とした1970年の時点では，広島市の面積は86．751血2であった。その後周辺市町
　　村を合併し，1975年時点の面積は193．50ぱまで広がった。
6）国勢調査では雇用者とは「雇用されている者（employee）」の意味で用いられている。本稿でもこ
　　の意味で用いる。
7）地形分類は長崎県企画部企画課（1974）：「大長崎都市圏総合開発地域　土地分類基本調査一長
　　崎」による。
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